
8.1	はじめに

国際組織は、2010 年代以降、関係の国や組織とネットワークを拡大しパートナーシップを深めながら、
気候危機、持続可能な開発目標（SDGs）、途上国技術支援、コロナパンデミック、大災害への対応、人
工知能（AI）等新技術の開発と規制など、国家を越えて政策レベルの調整と規準作り実践などの活動を
拡大している。その中で非政府組織は、その特徴を活かして現場での社会実践（last one mile）などで
柔軟で迅速な活動を拡大している。米国は、2021 年 1月のバイデン政権誕生以降、地球温暖化対策の世
界的枠組みの「パリ協定」への復帰をはじめとし、G7、QUAD等の国際的な枠組みや国連および国連機関、
経済協力開発機構（OECD）といった国際機関への関与を強めている。こうした大国の復帰により、国際
組織の活動はより実効性が高まるであろう。

2015 年に国連の全加盟国 193 か国が合意した SDGs は、21 世紀の人類と地球の共通のビジョンと位
置付けられている。その中で、科学技術の役割の重要性が強調されている。活動のスケールは、global–
regional–national–local と多層にわたる。点の活動から線へ、線から面へ、各国の科学技術の活動が、
国境を越えて他の国の様々なセクターと結びついて、SDGs のゴール達成に向けて連携を深めている中で、
国際組織の重要性が高まっている。これらは国を越えた国際的協働のプラットフォームの構築、各国の科
学技術イノベーションシステムとその変化の比較研究、技術ガバナンス、フォーサイトなど多様な動きを
している。複数の国、個人、集団を結集して情報を収集・分析し課題を設定し、共通的な戦略の方向と行
動をデザインし、提言を行う機能も深まっている。近年の一国主義や国家主義的な傾向から脱却し、現実
的でグローバルな解決策を見出すためにも、国際組織への期待は大きい。国連 SDGs 決議のゴール 16と
17は、こうした活動の指針と規範になるものである 1。

8.2	国際枠組みの動向

8.2.1	 G7

2021年6月、G7コーンウォールサミット首脳宣言コミュニケおよび附属文書「研究協約（G7 Research 
Compact）」においては、「研究及びイノベーションはグローバルな取り組みであり、気候変動、パンデミッ
クなど我々が直面する危機に対応するためには、価値を共有する国々での透明で開かれ、機動的な国際研究
協力が必要である」という認識を共有し、「研究セキュリティ及びインテグリティ並びにオープン・サイエンス
の原則を促進するために協働する」としており、2022年6月、G7科技大臣会合（於：ドイツ）でも、G7 研

1	 SDGs-目標16：「持続可能な開発のために平和で包括的な社会を促進し、すべての人に正義へのアクセスを提供し、あらゆる
レベルで効果的で説明責任を果たし、包括的な制度を構築する」。 � �
SDGs目標17：「実施手段を強化し、持続可能な開発のためのグローバル・パートナーシップを活性化する」

8	 国際枠組み・国際組織等の動向
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究協約への支持継続が表明された。2023年は日本がG7議長国であり、G7における科学技術・イノベーショ
ン（STI）政策の議論の進展が期待される。

8.2.2	 G20

2022年11月、インドネシアで開催されたG20首脳会合は、機能不全に陥っているとされていたG20の重
要性を認識させた。G7＋EU＋豪州＋韓国と覇権国家（中国、ロシア等）の2陣営の対立の中に、第3パーティー
としての、インド、インドネシア、トルコ、南アなどの国家群の重要性、発言力が台頭してきたことを示した（図
表VIII–1）。2023年はインドがG20のホスト国として、ますますその潮流を強めるであろう。研究開発につ
いては、2022年11月、G20バリ・サミットのG20バリ首脳宣言において、「持続可能な資源利用に関する
研究及びイノベーションの重要性を認識する」とし、またその文脈で「研究者の国際的な移動を促進する」
としている。

【図表VIII–1】　　　ロシア・ウクライナ侵攻を巡るG20の構図

G20議長国：インドネシア(2022)、次期議長国：インド(2023)

いわゆる民主主義国 第３パーティー いわゆる権威主義国

ロシアのウクライナ侵攻を非
難。厳しい制裁を発動。米欧
はウクライナに軍事支援。

G７：独、日本、カナダ、
仏、伊、英、米

インド、インドネシア、
ブラジル、サウジアラビア、

南ア、トルコ、
メキシコ、アルゼンチン

中国、
ロシア等

オーストラリア、韓国、
欧州連合（EU)

ロシアのウクライナ侵攻に懸
念を示しながらも、ロシア制

裁には慎重。

中国はロシアとの友好を
堅持。西側によるロシア

への制裁に反対。

G20の首脳会合で、ロシアを間接的に非難する首脳宣言の採択で協力。
G20内での分裂を回避。

図表VIII-1

出典： 各種資料よりCRDS作成

8.2.3	 QUAD

日本、米国、オーストラリア、インドの4カ国での安全保障や経済を協議する戦略的な枠組み2であり、英
語で「4つの」を意味する「Quad（クアッド）」の通称が定着した。QUADの構想は安倍晋三首相（当時）
が2006年に4カ国で戦略対話を訴えたのを契機に発展し、これまでの経緯は以下の通り。

これまでの経緯：
�2004年12月：�スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害に際して、日米豪印がコア・グループを結成し、

2	 https://www.kantei.go.jp/quad-leaders-meeting-tokyo2022/index_j.html
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国際社会の支援を主導
2007年5月：事務レベル会合を開催
2017年11月以降、局長級協議等を定期的に実施
2019年9月：国連総会の機会に、ニューヨークにて初の外相会合を開催
2020年10月：日本が東京で外相会合を主催
（2021年2月には外相電話会談も実施）
2021年3月：初となる首脳テレビ会議
2021年9月：初の対面での首脳会合を実施
2022年2月：第4回外相会合
2022年3月：首脳テレビ会議
2022年5月：東京で首脳会合を開催

2022年5月、第5回首脳会談を東京で開催し、重要・新興技術に対する協力や、毎年、日米豪印各国の
学生100名が米国におけるSTEM分野の大学院の学位取得を目指すための「QUADフェローシップ」の開
始を歓迎した。ただし、現状では米国のシュミット財団がイニチアチブをとり、米国に人材を送る計画になっ
ている。 QUAD4カ国の科学技術連携の強化が、インド太平洋地域の様々な経済協力枠組みに新しいドライ
ブを与えるものになると期待したい。

8.2.4	その他の枠組み

これまでに述べた国際枠組み加えて、STI政策に関連し、世界規模で議論し政策に影響を与えうるものを
挙げておく。

北大西洋条約機構（NATO）：
2022年6月、2010年に採択して以来約12年ぶりに「戦略概念」を更新した。初めて中国に言及し、中

国が「体制上の挑戦を突きつけている」とし、ロシアは更新前は「戦略的パートナー」だったが「最も重要
で直接の脅威」とした。NATOでは、2019年頃から、新興・破壊的技術（EDT）に関する調査・分析や
開発を強化。2022年、加盟国の起業家、科学研究者、技術企業が一体化となって、重要な防衛・安全保障
の課題解決を目指す「防衛イノベーションアクセラレータ（DIANA）」や加盟国が資金を拠出し、新興・破
壊的技術（EDT）開発に取り組むスタートアップや研究機関を支援する10億ユーロ規模の新たなNATOイ
ノベーション基金を開始。

インド太平洋経済枠組み（IPEF）：
米国が提唱し、経済分野の協力を深める目的で2022年5月に発足した新しい経済圏構想である。2022年

12月時点で14カ国（米国、日本、インド、ニュージーランド、韓国、シンガポール、タイ、ベトナム、ブル
ネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、オーストラリア、フィジー）が参加する。協議分野は①貿易、
②サプライチェーン（供給網）、③エネルギー安全保障を含むクリーン経済、④脱汚職など公平な経済の4つ
で構成する。関税の引き下げや撤廃は扱わない。なお現在、インド太平洋を中心とした4つの経済連携枠組
みがあり、関係国の連携体制は複雑な構造を形成しており、これらの国とのSTI関係の形成に当たって考慮
する必要がある（図表VIII–2）。
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【図表VIII–2】　　　インド太平洋を中心とした４つの経済連携枠組みとQuad（米日豪印）の位置

出典： 各種資料よりCRDS作成

8.3	国際機関の動向

8.3.1	 国際連合と関連機関

国際連合と関連機関：SDGs国連決議と科学技術の重要性 – STI for SDGsの議論から実践へ

国際連合（国連）は、第二次世界大戦の惨禍と経験を踏まえて、世界平和を目指し1945年10月に設立
された。第二次世界大戦の鋭い対立やその後の冷戦によって世界が二極化され、冷戦後の現在はグローバリ
ゼーションの中で一国主義、テロリズムのような新たな脅威が出現してきた。こうした問題に取り組むための
世界的な交渉の場としての国連が重要になっている3。国連の科学技術関係の活動としては、歴史的に、原子
力の平和利用、核不拡散、宇宙の平和利用、海洋の開発利用の国際的な秩序などが挙げられる。このように、
これまで国連の活動は国際平和に関係するものが主であったが、近年はSDGsの文脈から、人工知能等の新
技術における規範やルールに関する国際的議論で主導的な役割を果たすようになっている。長年の多国間交
渉を踏まえて、2015年の国連総会で全加盟国が一致してSDGs決議がなされた。その決議の中でSDGsゴー
ル達成に向けて、科学技術の役割が強調されている。SDGsの達成のために、国際組織、各国政府や民間セ
クター、市民社会等様々な主体が連携し、ODAや民間資金、ESG投資などを含む多様なリソースを総動員し
て国際的パートナーシップを築いていくことが求められている。決議以後これまでの6年間の、SDGsの実現
に向けた国内外の様々な動きを図表VIII–3に示す。
2023年は4年毎の国連SDGsサミットが予定されており、5月のG7広島サミット（日本）、9月のG20ニュー

デリー・サミット（インド）等関連の世界トップリーダーによる、エネルギー、食糧などのサプライチェーン

3	 国連広報センターより作成: https://www.unic.or.jp/
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の再構築、2050年ゼロエミッション達成に向けた各国の実情に合わせた経済社会技術の移行シナリオの議
論がなされる予定である。

【図表VIII–3】　　　SDGsに関する世界と日本の主な動き

年 世界での主な動き 日本での主な動き

2015年

6月：��国連「GSDR2015」発行
9月：�国連「2030アジェンダ」（SDGs決議）全会一

致で採択
12月：�COP21で気候変動に関する「パリ協定」採択
12月：�気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

設置

4月：�国立研究開発法人制度開始
4月：�日本医療研究開発機構（AMED）設立
9月：�日本初の外務大臣科学技術顧問設置

2016年

英国Global Challenge Research Fund（GCRF）
開始
1月：�ダボス会議「第4次産業革命」提唱
6月：�第1回国連STIフォーラム開催（以降毎年開催）
7月：�国連「SDGsレポート」発行（以後毎年）
9月：�第2回INGSA総会（ブリュッセル）開催
11月：�パリ協定発効

1月：�第5期科学技術基本計画決定（Society5.0の
提唱）

2月：�第1回科学技術外交推進会議開催（以後適宜開
催）

4月：�「人工知能技術戦略会議」設置
5月：�内閣に「持続可能な開発目標（SDGs）推進本部」

設置
12月：�持続可能な開発目標（SDGs）実施指針決定

2017年

1月：�ダボス会議でSDGsの経済効果予測「12兆円」
発表

6月：�米国「パリ協定」離脱表明
9月：�カナダ初の首席科学顧問

5月：�科学技術外交推進会議「未来への提言」
7月：�政府、国連HLPF自発的国家レビュー（VNR）

で発表
11月：�経団連「企業行動憲章」改定
12月：�第1回ジャパンSDGsアワード（以後毎年実施）
12月：�SDGsアクションプラン2018（以後毎年決定）

2018年

6月：�G7「海洋プラスチック憲章」日米署名せず
7月：�国際学術会議（ISC）の発足（ICSUとISSC

の合併）
7月：�IIASA「TWI2050レポート」発行（「6つの変

革」）
11月：�第3回INGSA総会（東京）開催

1月：�内閣府STI for SDGsタスクフォース設置
4月：�第5次環境基本計画決定（地域循環共生圏の提

唱）
5月：�国連STI for SDGs専門家会合（東京）
5月：�科学技術外交推進会議　STI for SDGsとロード

マップに関する提言
7月：�第5次エネルギー基本計画決定
7月：�内閣に「統合イノベーション戦略推進会議」設

置
8月：�地方創生SDGs官民連携プラットフォーム設置
11月：�第3回INGSA世界大会開催（東京）

2019年

9月：�国連「GSDR2019」発行、「SDGサミット」初
開催

9月：�国連・気候行動サミットでグレタ・トゥンベリ氏
講演

12月：�欧州委員会「欧州グリーンディール」発表

3月：�科学技術外交推進会議　TICAD7に向けた提言
3月：�「人間中心のAI社会原則」決定
5月：�経産省「SDGs経営ガイド」発行
9月：�国連「SDGサミット」で安倍首相が日本の取組

を発信
12月：�持続可能な開発目標（SDGs）実施指針改訂

2020年

5月：�第5回国連STIフォーラムは中止（2021年に
延期）

9月：�「STI for SDGsロードマップ・ガイドブック」発
行

11月：�米国「パリ協定」離脱 

科学技術振興機構（JST）、STI for SDGsアワード発
足
3月：�携帯3社で5Gサービス開始
6月：�改正「科学技術・イノベーション基本法」成立
7月：�レジ袋有料化
10月：�菅総理「2050年温室効果ガス実質ゼロ」宣

言

2021年

EU Horizon Europe開始（～2027年）
2月：�米国「パリ協定」復帰
2月：�OECD「社会課題対応のためのミッション志向

のイノベーション政策の設計と実施」出版
11月：�COP26開催

2月：�「ムーンショット型研究開発制度」本格始動
3月：�「第6期科学技術・イノベーション基本計画」閣

議決定
6月：�国連HLPFにて「自発的国家レビュー2021」

提出

出典：各種資料を基にCRDS作成
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次に、国際機関、産業界、学協会、NPOなどの多様なステークホルダーによるSDGsの実現に向けた取
り組みの例を示す（図表VIII–4）。

【図表VIII–4】　　　SDGsの実現に向けた様々な取組例

出典：各種資料を基にCRDS作成

国連のSDGs決議に向けた交渉の当初から科学技術イノベーション（STI for SDGs）の重要性が認識され
てきた4。SDGsの17ゴール、169ターゲットの中にSTIに関する多くの項目が含まれており重要な手段とみな
されている。国連では経済社会理事会の下に、技術促進メカニズム（Technology Facil i tation 
Mechanism: TFM）が立ち上げられた。TFMは以下の4つの活動から構成されている。
①�国際連合経済社会局（DESA）、国連環境計画（UNEP）、国連工業開発機関（UNIDO）、国連教育
科学文化機関（UNESCO）、国連貿易開発会議（UNCTAD）、国際電気通信連合（ITU）、世界知的
所有権機関（WIPO）、世界銀行などの国連機関からなるタスクチーム（Interagency Task Team: 
IATT）

②�事務総長が任命する世界の有識者 10 名からなり、IATT の活動に適切な助言を与える10人委員会
③�STI 関連のイニシアチブやプログラムについての情報提供を行うプラットフォーム5

④�マルチステークホルダーが毎年集い意見を交わす国連 STI フォーラム6

これらの活動は、各国の閣僚級が参加する国連ハイレベル政治フォーラム（High Level Political 

4	 2030 アジェンダに先立って採択されたアディス・アベバ行動目標（AAAA）では、「科学、技術およびイノベーション戦略
を各国の持続可能な開発戦略の不可欠な要素として採用する」（パラグラフ 119）とされている。United Nations, “Addis 
Ababa Action Agenda of the Third International Conference on Financing for Development,” 2015.� �
https://www.un.org/esa/ffd/publications/aaaa-outcome.html

5	 国連 Technology Facilitation Mechanism. � �
https://sdgs.un.org/tfm

6	 国連 TFM, 2030 Connect. � �
https://tfm2030connect.un.org/
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Forum: HLPF）で毎年報告されている。TFMでは、SDGs解決に向けた科学技術の役割と方法、手段が議
論されている。中でもSTI for SDGs のロードマップ作成に当たって、その目的や方法論を開発し世界で共有
するためにワーキンググループが設置された。日本も積極的に協力して2020年にガイドブック“Guidebook 
for the Preparation of Science, Technology and Innovation for SDGs Roadmaps”がまとめられた7。
この中で、政策立案者を対象とした国レベルの STI for SDGs ロードマップの作成と実施に関するガイダンス、
STI for SDGs ロードマップの効果的な設計・実施を促すための国際的パートナーシップのあり方などが盛り
込まれている。現在では、それに基づいて、国連、世界銀行、UNESCO、EU、日本などが協力して、6つ
の途上国（ケニア、エチオピア、ガーナ、インド、セルビア、ウクライナ）8でそれぞれの国の課題、ニーズに
応じた科学技術を基盤とするパイロット事業が進められており、新たにメキシコが参加予定である。 SDGsは
目標が相互に関係しており包括的に取り組むことが重要である。地域や国の情勢によってその相互作用が異な
ることから、1つのロードマップで表現することは困難となる。このため、ロードマップは、世界、地域（欧州、
アフリカ、東南アジア、ラテンアメリカなど）、国、地方、組織/セクターの各レベルで検討される必要があり、
それぞれが連環しながら階層構造をなす（図表VIII–5）9。その中で活発になっている「地域SDGs」は重要
な要素である。

【図表VIII–5】　　　STI for SDGsロードマップの階層的構成

出典：各種資料よりCRDS作成

7	 United Nations Inter-Agency Task Team on Science, Technology and Innovation for the SDGs（IATT）and 
European Commission, Joint Research Centre（EC-JRC）「ガイドブック：Science, Technology and Innovation（STI）
for SDGsロードマップの作成」� �
https://sdgs.un.org/sites/default/files/2021-07/Japanese_translation_GUIDEBOOK_COMPLETE_V03.pdf

8	 PROGRESS REPORT of the Global Pilot Programme on STI for SDGs Roadmaps, � �
https://sdgs.un.org/sites/default/files/2021-04/Progress%20Report%20of%20Global%20Pilot%20
Programme%20of%20STI%20Roadmaps_2021_1.pdf, 2021

9	 本節の内容の一部は次のレポートに基づく。科学技術振興機構「SDGs 達成に向けた科学技術イノベーションの実践」（2021年）��
https://www.jst.go.jp/sdgs/pdf/sti_for_sdgs_report_mar_2021.pdf
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2023年からは、「Global STI for SDGsロードマップ」の作成検討が始まっている。 SDGs実現に向けた
STIの役割、システム改革、事例・データ・専門知識の収集と評価、新興技術の展望、ファイナンスへの取
り組みなどをグローバルレベルで取りまとめ、国、地方レベルのロードマップの立案と実践に役立てることに
している。日本からの積極的な参加が期待されている。

国連Global Sustainable Development Report（GSDR）201910は、事務総長から指名された15人
の科学者を中心に、SDGsの進捗のレビューと今後の方向性を議論するに当たって基本となる重要な文書で
あり、4年毎にとりまとめられ国連SDGsサミットで発表される11。このレポートでは、SDGs 達成に取り組む
際の「6つのエントリーポイント（入口）」として、①人々の幸せと能力向上、②持続可能で公正な経済、③
持続可能な食料システムと健康的な栄養供給、④エネルギーの脱炭素化と普遍的アクセス、⑤持続可能な都
市と郊外の開発、⑥公共財としての地球環境保全を挙げている。さらに、それらのテーマで変革を成し遂げ
る上での「4 つのレバー（手段）」として「ガバナンス」「経済とファイナンス」「個人および集団としての行動」「科
学技術」を挙げている。また、SDGs達成のために、「科学と政治（政策）と社会のインターフェース（架橋）」
の強化、地域における多様な文化、価値観、Sustainability Scienceの重要性を強調している（図表VIII–
6）12。

【図表VIII–6】　6つのエントリーポイントと4つのレバー

出典: GSDR2019を基にCRDS作成

10	 United Nations, Independent Group of Scientists appointed by the Secretary-General, “Global Sustainable 
Development Report 2019: The Future is Now – Science for Achieving Sustainable Development,” 2019. � �
https://sustainabledevelopment.un.org/content/documents/24797GSDR_report_2019.pdf

11	 次回は2023年の発行が予定されている。

12	 United Nations Inter-Agency Task Team on Science, Technology and Innovation for the SDGs（IATT）and 
European Commission, Joint Research Centre（EC-JRC）「ガイドブック：Science, Technology and Innovation（STI）
for SDGsロードマップの作成」� �
https://sdgs.un.org/sites/default/files/2021-07/Japanese_translation_GUIDEBOOK_COMPLETE_V03.pdf� �
本節の内容の一部は次のレポートに基づく。科学技術振興機構「SDGs 達成に向けた科学技術イノベーションの実践」（2021年）�
https://www.jst.go.jp/sdgs/pdf/sti_for_sdgs_report_mar_2021.pdf
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そのほか、STI for SDGsに関して重要な文書としてIIASA The World in 2050（TWI2050）報告書3巻
がある13。国際応用システム分析研究所（International Institute for Applied Systems Analysis: IIASA）
は、国連 SDGs決議を受けて、The World in 2050（TWI2050）イニシアチブを発足した。2018年の
TWI2050の第1報告書は、世界で見られる人口動態、経済、ファイナンス、社会、政治、技術、人々の価
値観などに関するメガトレンドを俯瞰する。それらが相互作用していることを踏まえ、総合的な変革を実現す
るための「6つの変革」（Six Major Transformations）を提唱し、科学技術との関係がよく理解できる示唆
に富むコンセプトである。

2021年に開催された国連設立75周年を記念する総会で加盟国の要請を受けて、国連事務総長が、“Our 
Common Agenda”（図表VIII–7）をまとめた。この中で、SDGsの達成の加速とともに、SDGs達成の期
限である2030年の先を見据えて（“Beyond SDGs”）、12の優先課題を挙げた。科学技術関係でも、科学
的知識の活用の促進、国連の科学助言機能の強化、戦略的フォーサイト・リスク評価機能の強化、AIの規
制など重要な政策課題が謳われている。一方で、この1年の世界情勢の激変の下で、国連の場で2030年以
後の世界共通アジェンダ（ポストSDGs）について実質的な議論ができるか、今秋のSDGsサミットは注視す
る必要がある。

【図表VIII–7】　“Our Common Agenda Report” of the UN Secretary–General
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KEY PROPOSALS ACROSS THE 12 COMMITMENTS 

From the declaration on the commemoration  
of the seventy-fifth anniversary of the United Nations 

All proposed actions are in line with and designed to accelerate 
the achievement of the Sustainable Development Goals.

1. Leave no  
one behind

2. Protect  
our planet

• Leaders meeting ahead of the global 
stocktaking in 2023

• Commit to the 1.5-degree Celsius goal 
and net zero emissions by 2050 or 
sooner

• Declarations of climate emergency 
and right to a healthy environment

• Package of support to developing 
countries

• Measures for adaptation and resilience

• No new coal after 2021 and phasing 
out fossil fuel subsidies

• Account for the environment 
in economic models, carbon 
pricing mechanisms and credible 
commitments by financial actors

• Post-2020 biodiversity framework 

• Transforming food systems for 
sustainability, nutrition and fairness

• Action by the General Assembly 
on territorial threats of climate 
change and to prevent, protect and 
resolve situations of environmental 
displacement

• Renewed social contract anchored in 
human rights

• New era for universal social protection, 
including health care and basic 
income security, reaching the 4 billion 
unprotected

• Reinforce adequate housing, education 
and lifelong learning and decent work

• Digital inclusivity

• World Social Summit in 2025

• Identify complementary measures to GDP

4. Abide by  
international law  
and ensure justice

3. Promote peace and 
prevent conflicts

5. Place women  
and girls at  
the centre

6. Build trust

• Human rights as a problem-solving 
measure, including by comprehensive 
anti-discrimination laws and 
promoting participation

• Application of human rights online 
and to frontier issues and new 
technologies

• Universal access to the Internet as a 
human right

• Human rights mechanisms on a more 
sustainable financial footing

• Legal identity for all, end to 
statelessness and protection of 
internally displaced persons, refugees 
and migrants

• New vision for the rule of law

• Global road map for the development 
and effective implementation of 
international law

• New agenda for peace to:

• Reduce strategic risks (nuclear 
weapons, cyberwarfare, 
autonomous weapons)

• Strengthen international foresight

• Reshape responses to all forms 
of violence

• Invest in prevention and 
peacebuilding, including 
Peacebuilding Fund and 
Peacebuilding Commission

• Support regional prevention

• Put women and girls at the 
centre of security policy

• Peaceful, secure and sustainable use of 
outer space, including through a multi-
stakeholder dialogue on outer space

• Repeal of gender-discriminatory laws

• Promote gender parity, including 
through quotas and special measures

• Facilitate women’s economic 
inclusion, including investment in the 
care economy and support for women 
entrepreneurs

• Include voices of younger women

• Eradication of violence against 
women and girls, including through an 
emergency response plan

• Global code of conduct that promotes 
integrity in public information

• Improve people’s experiences with 
public institutions and basic services

• Inclusive national listening and 
“envisioning the future” exercises

• Action to tackle corruption in line 
with the United Nations Convention 
against Corruption

• Reformed international tax system

• Joint structure on financial integrity 
and tackling illicit financial flows

7. Improve digital 
cooperation

10. Boost  
partnerships

9. Ensure sustainable  
financing

11. Listen to and  
work with youth

12. Be prepared

8. Upgrade the  
United Nations

• Global Digital Compact to:

• Connect all people to the Internet, 
including all schools

• Avoid Internet fragmentation

• Protect data

• Apply human rights online

• Introduce accountability criteria 
for discrimination and misleading 
content

• Promote regulation of artificial 
intelligence

• Digital commons as a global 
public good

• Annual meetings between the United 
Nations and all heads of regional 
organizations

• Stronger engagement between the 
United Nations system, international 
financial institutions and regional 
development banks

• More systematic engagement with 
parliaments, subnational authorities 
and the private sector

• Civil society focal points in all United 
Nations entities

• United Nations Office for Partnerships 
to consolidate access and inclusion, 
including accessibility online

• Biennial Summit between the Group of 
20, the Economic and Social Council, 
the Secretary-General and the heads of 
international financial institutions for 
a sustainable, inclusive and resilient 
global economy including to:

• Support a Sustainable Development 
Goal investment boost, including 
through a last-mile alliance to reach 
those furthest behind

• Provide more flexible research and 
development incentives

• Resolve weaknesses in the debt 
architecture

• Fairer and more resilient multilateral 
trading system, including a 
reinvigorated WTO

• New business models

• Improve the United Nations budget 
process

Youth
• Remove barriers to political participation 

and measure progress through a “youth 
in politics” index

• United Nations Youth Office

• Transforming Education Summit in 2022

• Recovery barometer to track career paths 
and labour market outcomes for youth

• High-ambition coalition to promote green 
and digital-economy job creation

Future generations
• Summit of the Future in 2023

• Ensure long-term thinking, including 
through a United Nations Futures Lab

• Represent succeeding generations, 
including through a repurposed 
Trusteeship Council, a Declaration on 
Future Generations, and a United Nations 
Special Envoy for Future Generations

• Emergency Platform to be convened in 
response to complex global crises

• Strategic Foresight and Global Risk Report 
by the United Nations every five years

• On global public health:

• Global vaccination plan

• Empowered WHO

• Stronger global health security and 
preparedness

• Accelerate product development 
and access to health technologies in 
low- and middle-income countries

• Universal health coverage and 
addressing determinants of health

• High-level Advisory Board led 
by former Heads of State and 
Government on improved governance 
of global public goods 

• System-wide policy that puts people 
at the centre, taking into account age, 
gender and diversity

• More listening, participation and 
consultation (including digitally), 
building on the seventy-fifth 
anniversary declaration and Our 
Common Agenda

• Gender parity within the United 
Nations system by 2028

• Re-establish the Secretary-General’s 
Scientific Advisory Board

• “Quintet of change” for United Nations 
2.0, including innovation, data, 
strategic foresight, results orientation 
and behavioural science

TRANSFORMING EDUCATION SUMMIT

HIGH-LEVEL 
ADVISORY BOARD

DECLARATION  
ON FUTURE 
GENERATIONS

SUSTAINABLE
DEVELOPMENT 

EMERGENCY RESPONSE 
PLATFORM FOR COMPLEX CRISES

CLIMATE
ACTION

OUTER SPACE 
DIALOGUE

NEW AGENDA 
FOR PEACE

GLOBAL DIGITAL 
COMPACT

WORLD SOCIAL SUMMITSUMMIT OF THE FUTURE

HIGH-LEVEL TRACKS

PROPOSED KEY MOMENTS

出典: https://www.un.org/en/content/common–agenda–report/（2022年1月閲覧）

13	 http://pure.iiasa.ac.at/id/eprint/15347/1/TWI2050_Report081118-web-new.pdf（2022年1月閲覧）� �
The Digital Revolution and Sustainable Development: Opportunities and Challenges（2019）:� �
http://pure.iiasa.ac.at/id/eprint/15913/1/TWI2050-for-web.pdf（2022年1月閲覧）� �
Innovations for Sustainability. Pathways to an efficient and post-pandemic future（2020）:� �
http://pure.iiasa.ac.at/id/eprint/16533/1/TWI2050-web-2.pdf（2022年1月閲覧）
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また、国連教育科学文化機関（UNESCO）がSTI for SDGsの推進の一翼を担っていることは先に述べた
通りであるが、UNESCOは設立以来、科学に関する国際的な議論や指針の策定に貢献してきた。例えば、
地球規模での海洋学に関する知識、理解増進のための科学的調査の推進を図ることを目的とした政府間海洋
学委員会（IOC: Intergovernmental Oceanographic Commission） や、水資源の最適な管理のための科
学的基盤の提供を目的とした政府間水文学計画（IHP: Intergovernmental Hydrological Programme）等
には、日本も積極的に参画している。また、第41回ユネスコ総会（2021年11月）においては、「オープン
サイエンスに関する勧告」と「人工知能の倫理に関する勧告」が採択された。データサイエンス、AI等の人
類にとって未知であるものの、我々の社会を大きく変容させるような先端科学が進展する今日において、国際
的なガイドラインは重要であり、科学の文脈でのUNESCOの取組について、今後、注視していく必要があろう。

8.3.2	 経済協力開発機構（OECD）

経済協力開発機構（OECD）：SDGsとパンデミック時代のSTI政策の変革� �
― “OECD S&T Policy 2025”イニシアチブの開始
第二次世界大戦後のヨーロッパの復興を目的としたヨーロッパ経済協力機構の後身として、1961年に経済

協力開発機構（Organisation for Economic Co–operation and Development: OECD）が設立された。
日本は1964年に、原加盟国以外で、また非欧米諸国として初めて加盟した。現在は38か国が加盟している。
OECDは、1,900人を超える専門家を抱える世界最大のシンクタンクであり、経済・社会の幅広い分野にお
いて多岐にわたる活動を行っている国際機関である。特に、① 経済政策・分析、② 規制制度・構造改革、
③ 貿易・投資、④ 環境・持続可能な開発、⑤ ガバナンス（統治）、⑥ 非加盟国協力などの分野において、
活発な活動を行っている。特色の一つは、相互審査（ピア・レビュー）を始めとする活動、報告書作成プロ
セスを通じて「世界標準」が醸成されていくところにある（「世界のスタンダード・セッター」ともいわれる）。
最近では、OECDが作成した、AIの倫理原則 14は、G–20の首脳決議に引用され世界的に大きな影響を与え
ている。近年では、政策提言を実行に移す側面を重視し「シンク・ドゥ・タンク（Think- and Do–Tank）」
と自ら称している。加盟国は、OECDの活動への参加を通じて、自国の経済・社会政策や制度を調整・改善
する機会を得ている。図表VIII–8でOECDの委員会等の機構図を示す。 STI政策関連では、科学技術政策
委員会（CSTP）と事務局の科学技術イノベーション局がある。なお、イノベーション政策の多様化、拡大に
伴って、CSTPとCDEP（デジタル経済政策委員会）の協働など、OECDの内部組織を越えた協力が強化さ
れ始めている。

14	 AIの倫理原則: https://oecd.ai/en/ai-principles（2022年1月閲覧）
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【図表VIII–8】　OECDの機構図（主な委員会等）

出典：外務省資料

OECDのCSTPの下には、現在次の4つの分科会がある。
●技術とイノベーション政策分科会（TIP）
●バイオ・ナノ・技術融合・小委員会（BNCT）
●グローバル・サイエンス・フォーラム（GSF）
●科学技術指標専門家会議（NESTI）

近年は、2015年の国連SDGs決議、2019年以来のコロナパンデミックを踏まえ、世界と加盟国の社会経
済の課題、ニーズを踏まえて、関連のデータ・事例の収集（STIP）、ミッション志向イノベーション政策、学
際共創研究（Transdisciplinary Research）、High–risk/High–reward 研究、危機時の科学技術動員（デー
タ、研究インフラ、政策調整、科学的助言の見直し、コミュニケーションと市民参加等）、研究インテグリティ
（Research Integrity）など、持続可能性、包摂性、強靭性の達成に向けて、STI政策の転換にとって重要
となる施策や制度の改革について、各国の比較分析と提言を広汎にとりまとめている。その内容は、2年毎に
発行されるOECDの基幹報告である“STI Outlook”15にまとめられている。2021年版（2021年1月発行）
では、今後のSTI政策の変革の主な要素として次の図を示している。

15	 OECD Science, Technology and Innovation Outlook 2021: � �
https://www.oecd.org/sti/oecd-science-technology-and-innovation-outlook-25186167.htm（2022年1月閲覧）
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【図表VIII–9】　今後のSTI政策の変革の重要な要素

出典：OECD, M.Keenan, 講演資料、SciREXセミナー、2021年2月

8.3.2.1	 OECD S&T Policy 2025 イニシアチブの開始
OECDのCSTPの動向は、わが国の今後のSTI政策の検討に当たって重要と考えられるので、以下に詳し

く述べる。2021年10月に開催されたCSTP総会16で、国連SDGs決議とパンデミック、気候危機のインパクト、
AI等の新技術の急速な発達、技術安全保障の激化を受けて、今後数年間のCSTPの戦略が議論された。議
論の根底にあるのは、STI政策とシステムを抜本的に再考する必要がある、これは大きな挑戦であるがコロナ
パンデミックはそのための機会を与えているとの認識と危機感の共有である。議論の主な点は以下の通りであ
る: 
CSTPの各分科会では、resilience, transitions, strategic foresight, evidence metrics, STIP（OECD

データベース）, anticipatory governanceを共通の枠組みとして、相互に連携を取り、加盟国だけでなく最
近では南アフリカ、シンガポール、タイ、ブラジル、コロンビアなど非加盟国の参加を得ながら、転換期にあ
るSTI政策の分析と提言の作成等活発な活動を行っている。

①�大きな目標として、持続可能性（Sustainability）、強靭性（Resilience）、変革（Transition）を設定。
②�実現の基盤として、戦略的先見性（Strategic Foresight）、根拠に基づく政策（指標とデータ）、予見
的ガバナンス（Anticipatory Governance）の強化。

③�上の目標と枠組みの下に、CSTPと4分科会での最近の成果、進行中のプロジェクトや活動の位置づけ
を明確にして連携を強化する（図表VIII–10）。さらに、CSTP以外の政策分野のOECD関連委員会と
の連携を強める。

これらの活動の蓄積と成果を踏まえて、 CSTPは、2021年から「OECD S&T Policy 2025」イニシアチブ
を始めている。新しい時代のSTI政策のあり方を包括的に検討し各国のSTI政策にガイドラインを示す野心
的なプロジェクトである。以下にその概要を示す。

16	 119th Session of CSTP,Item 9 – CSTP 2023-2024 Program of Work – Initial thoughts and discussion, 21-22 
October 2021
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8.3.2.2	 OECD S&T Policy 2025 イニシアチブとSTI Outlook 2023と閣僚会議（2024年 4
月開催）

●趣旨
①�過去30年間、各国政府がSTI活動を支援する重要な理由は経済競争力だった。この状況は今後も続く
だろうが、近年の世界規模での持続可能性、包括性、強靱性、安全性への移行を求める要請を受けて、
STIの優先順位や活動内容、多国間協力に影響を与える新しい状況が生まれている。

②�コロナパンデミックの経験と教訓を踏まえて、政策立案者がSTIシステムを方向転換するためのビジョン
と実践的なガイダンスを策定する。他の政策分野（domain）におけるSTIの理解度を向上し、組織・
分野の壁を打破し省庁間の連携を促進する。

③�政策立案者にとって有益な、実践的なガイダンス、分析支援ツール、背景文書とロードマップを提供する。
このための政策対話を行う。 

④�2024年4月に加盟国の閣僚会議を開催し, 今後10年間のSTI政策の方向転換のための行動計画を
「OECD宣言」の形でまとめる。

●社会の持続可能性への移行のための多層的枠組みと課題の設定
①�エネルギー、モビリティ、食料、重工業などの大規模システムの社会技術的な移行：持続可能性への移
行とレジリエンスに取り組む政府全体の戦略、イニシアチブの中で、STIシステムとSTI政策をどのよう
に位置づけるか。

②�STIシステムの変革：持続可能性への移行とレジリエンスの課題に適応する必要のある企業や公的研究
システムのSTI優先事項と実践をどのように変革するか。

③�STI政策とガバナンスの変革：持続可能性への移行とレジリエンスの課題に対応するために、STI政策
の優先順位と実践を、特にその根拠、目的、手段、対象とするグループについて、どのように適応させ
るか。

④�戦略的インテリジェンスの開発と利用：持続可能な社会への移行とレジリエンスに貢献するSTI政策を実
現するために、知識基盤、枠組み、制度、学習ネットワーク、能力をどのように開発するか。
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●検討プロセスと目標

【図表VIII–10】　STI政策2025プロセスと目標

出典：OECD, M.Keenan, 講演資料、SciREXセミナー、2021年2月

●“STI Outlook 2023”の発行とOECD閣僚会議2024の開催準備
STI policy 2025 イニシアチブの中間まとめとして、“STI Outlook 2023”が2023年3月に発行される。

これは、以下の6章から構成され（図表VIII–11）、SDGs、コロナパンデミック、米中摩擦の激化、新興技
術のガバナンスなど、STI政策の今後の方向を示唆しており、2024年4月に開催予定のCSTP閣僚会議での
議論とそれを受けて今後10年のSTI政策のガイドラインをめざす「OECD閣僚宣言」の重要な柱になるもの
と考えられる。

1. STI policy in times of strategic competition and global crises.
2. STI policy for enabling sustainability transitions.
3. Mobilizing science in time of crisis: lessons learnt from COVID-19.
4. Promoting science and innovation cooperation for change.
5. Mission-oriented innovation policies for net zero.
6. Emerging technology governance: Toward an anticipatory framework.
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【図表VIII–11】　STI Outlook 2023の全体構成

出典：各種資料を基にCRDS作成

8.3.3	 国際学術会議（ISC）および関連組織

国際学術会議（International Science Council：ISC）は、自然科学系の国際科学会議（ICSU、
1931年設立）と社会科学系の国際社会科学評議会（ISSC、1952年設立）が、2018年7月に合併して発
足した非政府非営利の国際学術組織である。理工系と社会科学系を世界規模でまとめた分野を越える学際組
織の設立は、近代科学の歴史において画期といえる。各国科学者を代表する組織（140以上の国・地域アカ
デミー、日本では日本学術会議）及び学術分野・領域ごとの科学・学術連合（40ユニオン、国際純正応用
物理学連合IUPAP、化学連合IUPAC、数学連合、天文学連合など）によって構成されている。 ISCの発足
趣旨は以下のように述べられている。

●世界の全ての地域で全ての科学分野を推進し、科学システムの開発を支援するための強力な基盤を構築
する。

●自然科学と社会科学の分野を越え連携して、世界の様々な地域で専門知識を動員（mobilize）して、
社会課題に対応する能力を高める。

●現代の問題についての科学的知識の重要性に対する政治の認識を向上させ、また、国際的な政策の優先
順位への科学者の認識を高めることにより、科学と政治と社会の間の真の対話を促進する。

●学際的・共創的な方法（inter- and trans–disciplinary modes）を促進することにより、世界の科学
の振興政策を形成する。新しい知識と情報通信技術が提供する新しい機会の利用を促進・支援する。

ISCは2021年末から3年間の行動計画“ISC Action Plan 2022–2024”17を発表した。さらにSDGsとパ

17	 ISC Actionplan 2022-2024:	� �
https://council.science/wp-content/uploads/2020/06/202110_ISC-Action-Plan_ONLINE.pdf（2022年1月閲覧）
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ンデミックの時代を迎えて、理工系と社会科学系を統合した地球規模課題解決のための新しいプログラム
“Unleashing Science to Deliver Missions for Sustainability”18を提案し実現に向けて、国連、ファン
ディング機関との連携強化など積極的に活動している。また、ISCとUNESCOが主導して2022年を
International Year of Basic Sciences for Sustainable Developmentとすることを国連総会で設定した。

グローバル・ヤングアカデミー（GYA）は2010年に、ドイツ科学アカデミー・レオポルディーナ、IAP、
ISC、WSFなどの支援によりベルリンで設立、日本は、日本学術会議ヤング・アカデミーが代表している。「世
界中の若手科学者に声を与える」をビジョンに、ミッションとして以下を掲げている。  

●傑出した若手、中堅キャリアの科学者、学者がお互いに、また外部のステークホルダーと国際的、学際的、
年代間の対話を牽引する。

●世界中の若い才能を開発し繋ぎ結集する。
●世界の意思決定に理性と包括性を促進する。
●より良い世界を創造する。

世界96カ国から200人のメンバー（会員数の上限）と328人のアルムナイ（卒業生）で構成される。選
定基準は、研究の卓越性、 活動の公共性、社会への貢献となっている。年齢の中間値約40才、任期5年間。
今後5～15年後の世界的な科学コミュニティのリーダーを目指す。毎年、先進国と途上国で交互に総会を開
催（今までの開催国：ドイツ、南ア、チリ、カナダ、タイ、インドなど）。ブタペスト宣言から20周年の世界
科学フォーラム（WSF 2019）で、“Declaration on the Guiding Principles of Young Academies”を
発表し、科学者の醸成の場としての若手アカデミーのあり方を示した。総会の日本開催にあたり、日本学術
会議若手アカデミー・国内組織委員会は、以下の点を重要視している。
〇�学際的な議論を日常的に行うことで、「学術的未知」と「社会課題としての未解決」を乖離させずに、科
学者にとって本当に大切なものは何か、「Integrity」を育てる土壌を作る。

〇�異なる立場の意見を聞くこと。また自らの立場や根拠を説明することで、科学の重要性を
「Communication」する能力を強化する。
〇�異なる分野との重なりを見つけ「Innovation」につなげる。社会と科学者の関係性を問い直し、科学
の未来を構築していく礎となる。

（参考）グローバル・ヤングアカデミー2022年総会の日本開催 19

「感性と理性のリバランス：包括性と持続性に向けた科学の再生」をテーマに、2022年6月に九州大学お
よびオンラインのハイブリッドで開催され、80カ国から791名が参加した。これまでの科学の歴史を踏まえ、
本会議では科学の変動期にいる若手科学者が世界中から集結し、21.5世紀の科学者が追求するべきものは
何かを議論した。その結果として、Fukuoka Declaration on Science-Society Relationship（科学と社
会の関係に関する福岡宣言）を採択した。同宣言の概要は以下の通り。

18	 https://council.science/events/science-funding-missions-hlpf/（2022年1月閲覧）

19	 グローバル・ヤングアカデミー2022年総会	 � �
2022年6月12日～17日、第12回 グローバル・ヤングアカデミー総会・学会（gya2022.com）、於九州大学、多くの学
術団体、企業の協賛。テーマ：“Harmonizing Reason with Sensibility : Regenerating science for an inclusive and 
sustainable future”「感性と理性のリバランス：包括性と持続性に向けた科学の再生」	 � �
https://globalyoungacademy.net/events/categories/annual-general-meetings/
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共通の目標とは？ 
それぞれの文脈で理性と感性をバランスよく確保し、科学と社会のより良い関係のために活用すること、それ
が以下を促進する：

●科学者、ステークホルダー、市民間の信頼関係の構築と強化
●意思決定者が、社会のための意思決定を行うために、科学的な情報を得ることができるように支援
●市民は、自分たちの問題を解決するために、ボトムアップのニーズを科学的プロセスに持ち込むことがで
きるように支援

●科学的創造性、好奇心、コミュニケーションに価値を見出す社会への変革

共通の目標を達成するためには？
●科学を形式的にオープンにするだけでなく、実質的にアクセス可能で魅力的なものにする
●市民の知恵と科学的知識を統合し、社会のために役立てる
●若手科学者を育成し、リーダーシップを発揮することと、そのような努力をする人を奨励し育成する仕組
みの両方に取り組む

8.4	科学技術・イノベーション政策に関連する国際フォーラム

8.4.1	 外務大臣科学技術顧問・国際ネットワーク（FMSTAN）

Foreign Ministries Science & Technology Advice Network（FMSTAN）は、各国の外務大臣から
任命されている科学技術顧問の世界的なネットワークである。非公式なネットワークと位置付けられているが、
現在28か国が参加している。各国の多様な政治行政システムによって、メンバーは政府の主席科学技術顧問
から、外務大臣科学技術顧問、外務省の科学技術担当幹部から構成されている。 FMSTANは、外交におけ
る科学技術の重要性が増す世界情勢の下で、Science for Diplomacy、Diplomacy for Science、及び
Science in Diplomacyを理念に、次の3分野を中心に情報共有と政策対話を行っている。
①　各国の科学技術外交活動を調整する。
②　科学技術顧問機能の強化におけるベストプラクティスや教訓を共有する。
③　外務省における科学技術顧問機能の強化と省全体での科学技術の重要性の認識を高める。

外務省の科学技術顧問は全ての科学的事項の専門家ではないが、科学技術界とネットワークを構築し、与
えられたトピックについて適切な専門家、専門家集団の知識と経験を動員する体制を準備しておくことが重要
な役割である。わが国では、2015年に外務大臣科学技術顧問制度と科学技術外交推進会議が設置された。
米国国務長官科学技術顧問が主宰して2016年にアメリカ・科学アカデミーで開催された科学技術外交に

関する意見交換をきっかけに発足した。米国、ニュージーランド、日本、英国の外務大臣科学技術顧問4人
が創設メンバーである。FMSTAN会議の開催事例として、タフツ大学欧州センター（2017年フランス）、国
連・科学技術開発会議（CSTD・UNCTAD、2018年ジュネーブ）、政府科学的助言国際ネットワーク世界
大会（INGSA、2018年、東京）、国際フォーラム科学技術外交（2019年オマーン）、IIASA（2019年ウィー
ン）。2020、2021年のパンデミックの間は、FMSTANは定期的にオンライン・ミーティングを開催し、情報
とリソースの共有や、各国の科学技術外交上の優先事項の意見交換等を行っている。

2022年3月には、フランス南部カダラッシュの国際熱核融合実験炉（ITER）の建設施設で、欧州諸国の
外務大臣科学技術顧問は対面で、他の地域の科学技術顧問は遠隔で、2日間にわたってFMSTANが開催さ
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れた。一部メンバーでも対面で実施したのは2年ぶりである。ここでは、SDGs、パンデミック、近時の地政
学的激動、宇宙・量子・エネルギー技術の飛躍等を踏まえて、新時代の科学技術外交と科学技術顧問のあ
り方、国際的活動をする組織の役割などが議論された。

2022年10月にはジュネーブ科学外交先見財団（GESDA）20の年次総会と併せてFMSTANが開催され、
日本からは松本洋一郎外務大臣科学技術顧問や小谷元子外務大臣科学技術次席顧問らが出席した。外務大
臣科学技術顧問らは、世界情勢が激変する中での各国の科学技術外交の近況を共有し、次回は2023年12
月にオマーンで開催し、継続して議論することとした。

8.4.2	 政府科学助言のための国際ネットワーク（INGSA）

International Network for Government Science Advice（INGSA）は、2014年に、ニュージーラン
ドのオークランドで開催された国際科学会議（ICSU）において、その付属組織として設置された。第1回をオー
クランドで開催して以来2年毎に、ブリュッセル（2016）、東京（2018）、モントリオール（2021）で世界
大会を開催して来ている。 INGSAは、政策立案者、実務家、アカデミー、研究者等が個人ベース参加し、
科学的助言、科学と政策と社会の架橋について、理論的研究および実践的な方法とプロセスを開発し共有す
るための世界的なネットワークである。近年は、発展途上国における科学と政策のインターフェースの能力開
発、コロナパンデミック下での各国の科学的助言の事例の収集分析データベースの蓄積を進めている。この
ために国際的なシンポジウム、ワークショップ等の開催を積極的に行っている。2021年には、INGSAはより
安定的な組織と運営を目指して、ICSU（現ISC）の付属組織から、ニュージーランド法に基づくNGO法人
に改組された。現在会長はカナダ、副会長はイギリス、エチオピア、チリから選出されている。メンバーは増
加して3,000人余21。地域支部は、アジア（マレーシア）、アフリカ、ラテンアメリカに設置され、北米、欧州、
中東に拡大が検討されている。コロナパンデミックの下で2021年8、9月に開催された（モントリオール、対
面と遠隔のハイブリッド開催）、第4回INGSA世界大会は、“Build Back Wiser : Knowledge, Policy, and 
Publics in Dialogue”を主テーマに全体会合と30余の分科会で、SDGs、パンデミックの中で、科学と政治・
行政と社会・人々の関係性の大きな変化が強調された。
INGSAモントリオール世界大会の概要は次の通りである。人類が抱える社会的、技術的、政治的な課題は、

科学と政策の接点で明らかにされて来たが、パンデミックによってそれらの関係性の相関と弱点が露呈した。
パンデミックによって、科学的助言制度や専門知識に対する市民の期待の増大と信頼の低下を経験している。
また、複雑で相互に関連する多様なリスクが、急速なデジタル化と社会的不平等の拡大、政治的分極化の中
で加速されている。政府に対する科学的助言の重要性が認識され、新時代における科学的助言の理論と実践
の変革が必要になっている。パンデミックは、科学的助言の方法とメカニズムに唯一の将来の方向はなく、各
国、地域の歴史、文化、文脈の多様性に応じて、科学と政策と市民社会の関係の変化に対応する複数の道
筋があるだろうことを示している。
INGSAは、ISC、FMSTAN等と連携して、科学と政治と社会の関係性について、SDGsとパンデミックの

新しい時代に対応するために、世界共通部分と各地域・各国の文脈に応じた科学的助言の多様な方法の開発、
知識と経験の共有、若手の研修などを積極的に進めている。次回INGSA世界大会（2023年予定）はルワ
ンダ・キガリで開催することとなった。

20	 本書8.4.4に詳述

21	 INGSA Strategic Plan: � �
https://www.ingsa.org/wp-content/uploads/2018/02/INSGA-Strategic-Plan-Final.pdf
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8.4.3	 STSフォーラム

STSフォーラム22は2006年に日本で設立された。科学技術の発達が人類により大きな便益と福音をもたら
すことが期待される一方で、人類と地球環境を脅かす存在にもなりうるとの認識のもと、世界各国の科学者、
政治家、経済人、ジャーナリストが一堂に会して科学技術と人類の未来に関して議論するフォーラムを毎年
10月に京都で年次総会を開催している。第17回年次総会（2020年10月）、第18回年次総会はオンライン
開催であったが、2022年10月に3年ぶりに対面を主としてオンラインとハイブリッドで第19回年次総会が開
催された。約80の国・地域から約1000名の科学技術、政治、ビジネス、メディア各界の世界的なリーダー
が一堂に会した。開会セッションには小宮山STSフォーラム理事長、岸田内閣総理大臣、ガブリエル欧州委員、
エマニュエル南アフリカ高等教育・科学イノベーション大臣、パンチャタン米国NSF長官、十倉経団連会長
が登壇した。小宮山理事長は、人類の利益のために明確なビジョンを持って、膨大な量の広範な知識を統合
する必要性など、新しい概念にも焦点を当て、科学と技術の継続的な発展を妨げるあらゆる種類のサイロを
打破する必要を訴えた。岸田総理大臣は経済安全保障推進の観点からバイオテクノロジーや人工知能（AI）、
量子などの分野への投資を進める考えを示した。その他、基調セッション、分科会セッションに加え、研究機
関長会合、ファンディング機関長会合、大学学長会合などセクターごとの会合や、こうした機会を活用して、
様々な関連会合やトップレベルの会談が行われ、科学技術外交の有効なプラットフォームとしての存在感が再
認識され、今後は様々なステークホルダーがこの貴重な機会を活用することが期待される。

8.4.4	ジュネーブ科学外交先見財団（GESDA）

Geneva Science and Diplomacy Anticipato23（GESDA）は2019年にスイス政府等の支援で科学技術
外交のイニシアティブのために設立されたジュネーブを本拠地とする財団である。2023年までのパイロット
期間終了後、スイス政府のファンディング等で2033年までの継続が2022年3月に決まった。主な活動は、
Science Breakthrough Radar（レポート）の作成、当該レポートの示唆に基づく活動、年次総会（サミット）
の開催の以下の示す3点であり、特徴的な点は国際機関（国連および関連機関）が深くコミットしていること
である。

Science Breakthrough Radar（レポート）
スイスの科学者を中心に世界中の科学者へサーベイし、ブレイクスルーの可能性がある科学トピックを抽出

し、5年、10年、25年後の可能性についての「先見」anticipationをレポートとして発表している。2021
年に初版を作成し、2022年8月に2022年版に改訂され、第2回サミットでも大々的に紹介された。2022 
年版では、①量子革命と高度な人工知能、②人間の拡張、③環境再生と地球工学、④科学と外交、⑤知識
基盤の 5 つの分野で、28 の新しい科学トピックに関する進歩について取り上げている。2022年版のレポー
トは70 カ国を調査対象とし、貢献した科学者の数は774人（2021年は543人で43%増）であった。

Science Breakthrough Radar（レポート）の示唆にも基づく活動
第2回サミットでは、レポートの示唆に基づいて、「今後5年以内にオープン量子研究所（OQI）の設立を

22	 STSフォーラム: https://www.stsforum.org/

23	 GESDA: https://gesda.global/
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目指す24」ことと、「科学と外交のトレーニングカリキュラムを提供 25」が発表された。

年次総会（サミット）の開催
第2回サミットは2022年10月12日-14日にジュネーブでハイブリッド開催された（第1回サミットは

2021年10月に開催）。約46カ国から合計で1,000名程度が出席したと発表されている。ハイレベル開会セッ
ションでは、イニャツィオ・カシス連邦大統領をはじめとするスイス政府高官や、アマンディープ・シング・ギ
ル科学担当大使（国連アントニオ・グテーレス事務総長代理）などの国際機関の高官が多数登壇した。スイ
ス高官らは「科学技術外交におけるマルチラテラリズムの推進」、すなわち二国間だけではなく、多国間で科
学技術外交を推進すべきという点を強調した。この考え方は国際機関を多く誘致しているスイスの外交政策の
基本であると付言された。ピーター・ブラベック・レトマテGESDA会長は、地政学的な課題が顕在化する一
方で、食料やエネルギー問題などSDGsの推進も求められ、科学外交はどのように貢献できるのか問われて
いる中、時間を無駄にすることはできない、とした上で、設立して3年目を迎えたGESDAの成果を強調し、
GESDAは、現在シンクタンクからDoタンクへの旅路の途中である、と述べた。また、免疫学とAI、民主主
義を維持するための科学の役割、協調的なヒューマン マシン インテリジェンスへの備え、ベクター媒介感染
症の制御など、約15の分科会セッションが行われた。

8.4.5	 世界科学会議（WSF）

1999年に国連ユネスコと国際学術連合（ICSU、現在のISC）が共催して世界科学会議（World 
Conference on Science）が開催され、「科学と科学的知識の使用に関する世界宣言」（いわゆる「ブダペス
ト宣言」）がまとめられた。21世紀の科学技術の責務、社会との契約として、「知識のための科学」「平和のた
めの科学」「開発のための科学」「社会における、社会のための科学」の4つのビジョンが示された。
ハンガリーの首都ブダペストに、世界中から2,000人の産学官市民の科学技術コミュニティ代表が集まり、

1週間議論した結果であった。20世紀の科学技術が戦争に使用され公害を引き起こし社会に大きな負の影響
を与えたことへの深い反省を踏まえて、「知識のための科学」を推進すれば自ずから社会が進歩するという単
線的な進歩史観と方法からの転換が宣言されたのである。これは啓蒙の時代以来、数世紀にわたって築かれ
てきた近代科学技術の価値観、思想と方法について世界史的な転換を迫るものであった。この宣言の実行と
方法の検討、具体的な事例の共有などを行うために、ハンガリー・アカデミー、国連UNESCO、ICSU、米
国科学振興協会（AAAS）が共催して、2003年から世界科学フォーラム（World Science Forum: WSF）
が開催されている。これは2年毎に世界中からアカデミー、ファンディング機関、研究者、政策担当者等500
人余りが集まり、議論を深めている。2013年からは、気候変動、生物多様性等の持続可能性に関わる課題
などの地球規模課題の急増と途上国への影響の深刻化を受けて、ブダペストと途上国とで交互に開催される
ようになり現在に至っている。
2019年には、ブダペスト宣言20年を記念して第9回世界科学フォーラムはブダペストで開催され、“Science 

Ethics and Responsibility”を主テーマに、3日間にわたって、多くのセッションで議論が行われた。その結
果次の宣言がなされた。
①Science for global well–being
②Strengthen global standards in research integrity
③Fulfillment of academic freedom and the human right to science 

24	 https://gesda.global/solutions/open-quantum-institute

25	 https://gesda.global/solutions/science-diplomacy-curriculum/
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④The responsibility and ethics of communicating science
また、“Declaration on the Guiding Principles of Young Academies”が発表され、科学者の醸成の

場としての若手アカデミーのあり方と重要性が宣言された。
2022年、ケープタウンにて“Science for Social Justice”をテーマに第10回世界科学フォーラムが開催さ

れた。当初2021年に開催される予定であったが、パンデミックの影響を受けて延期された経緯がある。第
10回フォーラムは、アフリカ大陸での初開催であり、貧困、失業、不平等、排除が社会正義の重要な観点と
され、科学による社会課題解決への具体的な行動が強調されるとともに、アフリカが世界の科学技術を牽引
する対等なパートナーであることがアピールされていた。また、中国によるアフリカへの科学技術協力の紹介
に会場の関心が寄せられていた。4日間にわたって行われたプログラム数は計93（レナリー：5、テーマ別：
28、サイド＆サテライトイベント：60以上）、参加者数（主催者発表）は3,000名以上（2017年：3,000
名以上）、参加国数は118カ国（2019年：120カ国、2017年：120カ国以上）とパンデミック以前と同様
の規模で多くの議論が行われ、宣言の概要は以下のとおり。
（総論）社会正義のための科学-責任、機会、そしてコミットメント
Science for Social Justice – a responsibility, an opportunity and a commitment

①Science for human dignity 
②Science for climate justice 
③Science for Africa and the world 
④Science for diplomacy 
⑤Justice in science 

ブダペスト宣言は、日本をはじめ各国の現在の科学技術政策の基本になってきた。しかし、歴史的に築か
れてきた近代科学の価値観から方法、評価に至るまで根本的な変革を迫るものだけに、理念が先行し参加者
も多様となる中で、議論が深まらない、十分に実行が伴なっていない、宣言が濫用されているという批判もあ
る。その中で、2015年の国連SDGs決議は、ブダペスト宣言の具現化に向けて大きな駆動力となっている。
世界科学フォーラムは、アカデミアが中心であるが、ブダペスト宣言についてビジョンの共有と議論の蓄積

を行う世界規模の場として重要である。科学の目指す価値、方法が急速に変わり、世界情勢が複雑さを増す
中で、フォーラム主催国に途上国が加わることになり、今後の動向が注目される。
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【図表VIII–12】　世界科学フォーラムの歴史とブタペスト宣言

出典：各種資料を基にCRDS作成

8.4.6	 米国科学振興協会（AAAS）

民間の非営利組織であり、世界最大規模の学術団体。科学技術・教育関係者、各種専門家組織に対して
有益な科学関連情報を提供することを活動目的としている。本部の所在地はワシントンD.C.であり、約120
万人の会員を擁する。会費を支払えば誰でも会員になれる。職員数は約200人。2021年度予算は、約1億
1,200万ドル（内訳: 出版物、会費、プログラムへの支援金など）。AAASは、二大科学誌の一つである
「Science」誌を出版する他、あらゆる科学分野の最新情報を議論するための年次総会（毎年2月頃、今年
度は2023年3月に開催）や、米国政府の研究開発予算および科学技術政策に関するフォーラムを開催（毎
年5月頃）し、科学に関心のあるすべての人に開かれたフォーラムを提供している。また、AAASが実施する「科
学技術政策フェローシップ」制度は、科学者や技術者（多くは博士号保持者）を原則1年、立法、司法、行
政のいずれかに派遣し、科学技術政策立案のプロセスを実地体験させるものであり、50年の長い歴史ととも
にレピュテーションも高い（第一部コラム2に詳述）

8.4.7	その他のフォーラム

これまでに述べた科学技術イノベーション政策に関連する国際フォーラムに加えて、世界規模で議論し政策
に影響を与えているものを挙げておく。

EuroScience Open Forum26（ESOF）：EuroScienceが 2004年設立、隔年で開催。2022年はオランダ・
ライデンで開催され、テーマは「Crossing Borders, Engaged Science, Resilient Societies」27であった。

26	 EuroSceience Open Forum: https://www.esof.eu/

27	 ESOF Programme 2022: https://www.esof.eu/theme-and-seven-tracks/
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世界経済フォーラム28（WEF）：1971年設置。政治・経済が議論の中心であるが、近年は「第4次産業革
命の理解」（2016年）、「ステークホルダーがつくる持続可能で結束した世界」（2020年）、「グレートリセット」
（2021年）、「信頼を取り戻すために一致協力を」（2022年）などSTI政策に関連するテーマが頻繁に取り上
げるようになっている。また、シンクタンク機能を強化しており、毎年公表している「国際競争力報告書」、「グ
ローバル・リスク報告書」などは著名である。

8.5	研究協力に関する国際枠組み

8.5.1	グローバルリサーチカウンシル（GRC）

グローバルリサーチカウンシル（Global Research Council: GRC）は、2012年5月に米国国立科学財団
（NSF）スレシュ長官（当時）のイニシアチブによりワシントンDCで設立された。世界中の主なファンディン
グ機関や研究機関により構成される自発的で非公式な協会である。メンバー機関は共通の課題について地域
で議論し、さらに機関長が一堂に会する年次総会においてGRCの共同声明をとりまとめることになっている29。
地域会議ならびに年次総会は各国/各機関の経験とベストプラクティスに関する情報交換するプラットフォー
ムとして機能し、GRCでの議論や宣言は、各国の学術振興機関・アカデミアでの議論、政策、プログラム決
定に影響を与えている。第一回の年次総会から採択された共通原則に関する宣言等は以下の通り。なお、国
際情勢が急速に変化する中で、リスクを最低限に効果的に国際共同研究を推進すべく、ファンディング機関
の対話が重要となり、GRCの役割もこれまで以上に重要となっている。第11回年次総会は2023年5月にオ
ランダ科学研究機構（NWO）がホストすることが発表されている30。

【図表VIII–13】　GRC年次総会の開催実績

総会 開催年 場所 宣言等の成果

第一回 2012 ワシントン ■Principles for Scientific Merit Review

第二回 2013 ベルリン
■Principles for Research Integrity
■Action Plan towards Open Access to Publications

第三回 2014 北京 ■Principles and Actions for Shaping the Future

第四回 2015 東京
■Principles for Funding Scientific Breakthroughs
■Building Research and Education Capacity

第五回 2016 ニューデリー
■Principles on Interdisciplinarity
■Principles and Actions Promoting the Equality and Status of Women in 
Research

28	 WEF: https://www.weforum.org/

29	 参照ウェブサイト:� �
JST　https://www.jst.go.jp/inter/symposium/grc.html� �
文部科学省 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/037/attach/1359057.htm� �
JSPS  https://www.jsps.go.jp/j-grc/annual_meetings.html�

30	 GRC: https://globalresearchcouncil.org/news/2023-annual-meeting/
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第六回 2017 オタワ

■Principles: The Dynamic Interplay Between Fundamental Research and 
Innovation

■Principles: Capacity Building and Connectivity Among Granting 
Agencies Worldwide

第七回 2018 モスクワ

■Principles: Peer/Merit Review
■Background Paper on the Revision of Principles on Scientific Merit 
Review

■Discussion Paper on Science Diplomacy: The Role of Research Councils 
and the Global Research Council

第八回 2019 サンパウロ ■Principles: Addressing Expectations of Societal and Economic Impact

第九回 2021 ダーバン
（Online）

■Principles: Mission–oriented Research
■Principles: Public Engagement

第十回 2022 パナマ
■Research ethics, integrity and culture in the context of rapid research 
results

■ Science and technology workforce development

出典：各種資料を基にCRDS作成

8.5.2	 フューチャー・アース（Future Earth）

フューチャー・アースは、持続可能性に向けた変革を支援するために必要な知見を提供することを目的に
構築された科学者、研究者、イノベーターのネットワークである。さまざまな分野にわたる複雑な地球システ
ムと人間のダイナミクスについての理解を深め、基礎研究と応用研究を組み合わせて、持続可能な開発のた
めのエビデンスに基づく政策と戦略を支えている。2012年にロンドンで行われたPlanet Under Pressureと
題した国際会議を発端に、同年6月リオデジャネイロで開催された「国連持続可能な開発会議」（Rio+20）
で提唱され、2015年に活動を開始した。現在は、8つのグローバルハブ（カナダ、中国、フランス、日本、
南アジア、スウェーデン、台湾、米国）と4つの地域センター（北アフリカ、南部アフリカ、中東・北アフリカ、
南アジア）が設置されている31。19のGlobal Research Projects（グローバル研究プロジェクト）では、大気、
海洋、生物多様性、サステナビリティ政策等のテーマについて共同研究している。また、Knowledge–
Action Networks（知と実践のネットワーク）は、研究者と公的機関、民間企業、市民社会の専門家が連
携することにより、Future Earth 2025 Vision（2014年発表）に示された8つの主要な地球規模課題を解
決するために持続可能性研究を促進する協調的なフレームワークである。
現在アクティブな知と実践のネットワークは次の通り32。
●Emergent Risks and Extreme Events
● Finance and Economics
●Health
●Natural Assets
●Ocean

31	 Future Earth International Offices: https://futureearth.org/about/who-we-are/international-offices/

32	 参照ウェブサイト:� �
Future Earth　https://futureearth.org/about/our-work/	� �
Future Earth 2025 Vision� �
 https://futureearth.org/wp-content/uploads/2019/03/future-earth_10-year-vision_web.pdf� �
東京大学未来ビジョンセンター　https://ifi.u-tokyo.ac.jp/units/futureearth/
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● Systems of Sustainable Consumption and Production
●Urban
●Water–Energy–Food Nexus

8.5.3	 ベルモント・フォーラム（Belmont Forum）

ベルモント・フォーラムとは、2009年設置の地球の環境変動に関する研究への支援を行う世界各国のファ
ンディング機関および国際的な科学組織のグループである。国際的共同研究において研究者を結集し、研究
資金を支援することにより、人類社会の持続可能性を阻む重大な障害を取り除くために必要とされる環境関
連の研究を加速、深化させることを目的としている。同フォーラムは、地球環境変動分野における研究者の連
携を強化し、これら研究について戦略面、優先順位付け、資金支援の面から協調するとしている。ベルモント・
フォーラムでは様々な分野において同時並行的に共同研究活動（Collaborative Research Action: CRA）
を設定している。公募に際しては、多国間の（3ヵ国以上）共同提案を募り、合同で選考を行い、採択した
課題についてそれぞれの国の分担研究をその国のファンディング機関が助成する。CRAが取り組むテーマに
は、水の安全保障、海岸線の脆弱性、食料安全保障と土地利用の変化、気候予測と地域間連携、生物多様
性と生態系サービスのシナリオ、持続可能性のための北極観測と研究、山岳研究が含まれている33。2022年
のベルモント・フォーラムの活動の一つとして「Systems of Sustainable Consumption and Production
（持続可能な消費と生産のシステム）」分野の共同公募を実施した34。

8.5.4	 ヒューマンフロンティアサイエンスプログラム（HFSP）

1987年のヴェネチア・サミットにおいて、中曽根康弘首相（当時）が提唱した国際プロジェクトであり、
生体が持つ複雑なメカニズムを対象とする野心的な最先端の研究を推進し、またその成果を広く人類全体の
利益に供することを目的としている。1989年に、この事業の実施のため、フランス・ストラスブールに国際
ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラム機構（HFSPO）が設置され、1990年以降、主として
研究グラント事業を通じて、世界の科学者の国境を越えた革新的な共同研究への支援を行ってきた。当該プ
ログラムの現在の基本方針は、生体の精妙かつ複雑なメカニズムに焦点を当てた革新的､ 学際的､ かつ新奇
性を備えた基礎研究を支援であり、研究対象は､ 細胞構造における詳細な分子状態から､ 神経システム科学
における複雑な相互作用にまで及ぶ｡ 特に､ ライフサイエンス以外の分野の科学者の専門知識を活用した、
独創的な最先端の共同研究に重点を置いている。また、若手研究者への特段の配慮に基づき､ 国際的協力に
よる独創的､ 野心的かつ学際的な研究に対し､ 支援を提供している。現在、中長期的な将来の進路を構想す
る新戦略2024+を加盟国間で議論しており、フェローシップ・研究グラントの強化に加え、インターンシップ
助成やNakasone summitの創設等を構想を検討中である。拠出金型の国際的な研究支援の枠組みは、効
果的である。一方で、各加盟国の予算状況が厳しいため、昨今はこのような取り組みは非常に稀になっており、
長い歴史で蓄積されたノウハウを有効に活用し、国際共同研究の推進、国際頭脳循環の推進への貢献が期待
される。

33	 Belmont Forum　https://www.belmontforum.org/about� �
JST　 https://www.jst.go.jp/inter/sicp/country/belmont-forum.html

34	 https://www.belmontforum.org/cras#sscp2022
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